
費用便益分析に関する感度分析 
 

 

 外環整備の費用便益分析に関して、交通量、時間価値、事業費、事業期間、料金を変化

させた場合の費用便益比の変化の感度を試算した。 

 なお、基本ケースの費用便益分析結果及び条件は以下の通り。 

外環（ゼロ IC の場合）の費用便益結果 

便益合計 費用合計 費用便益の結果 

35,100 億円 10,500 億円 
費用便益比（Ｂ/Ｃ）  ＝  ３．３ 
純現在価値（Ｂ－Ｃ） ＝ ２４，６００億円 
内部収益率（ＥＩＲＲ）＝ １２．７％ 

 

  費用便益分析マニュアル（平成１５年８月 国土交通省道路局 都市・地域整備局）に基づく 

分析対象区間：関越道～東名高速の区間 

分析対象期間：供用後４０年間 

社会的割引率：４％ 

基準年：建設開始年（建設期間は１０年と仮定） 

交通量の推計：三環状、主要な都市計画道路等の整備を前提 

外環は湾岸までの区間を前提、関越道～東名高速の区間はゼロＩＣを仮定 

       推計年はＨ４２（交通量の推計年次以外の年次の便益については、推計年にお

ける便益に車種別走行台キロの伸び率を乗じて算出） 

 

 

１）首都圏の全ＯＤ交通量を変化させた場合 
  首都圏の全ＯＤ交通量を±１０％変化させた場合、便益は＋４０％～－２０％程度変

化し、費用便益比は４．７～２．６程度になる。 

表 首都圏の全ＯＤ交通量を変化させた場合の便益および費用の変化 

首都圏の 

全ＯＤ交通量 

総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋１０％ ＋４０％ ±０％ ４．７ 

－１０％ －２１％ ±０％ ２．６ 

 

２）外環利用ＯＤ交通量を変化させた場合 
  外環利用ＯＤ交通量を±１０％変化させた場合、便益は＋８％～－１４％程度変化し、

費用便益比は３．６～２．９程度になる。 

外環利用ＯＤ交通量を変化させた場合の便益および費用の変化 

外環の 

ＯＤ交通量 

総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋１０％ ＋８％ ±０％ ３．６ 

－１０％ －１４％ ±０％ ２．９ 
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３）時間評価値を変化させた場合 
  時間評価値を±１０％変化させた場合、便益は＋７％～－１３％程度変化し、費用便

益比は３．６～２．９程度になる。 

時間価値を変化させた場合の便益および費用の変化 

時間評価値 
総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋１０％ ＋７％ ±０％ ３．６ 

－１０％ －１３％ ±０％ ２．９ 

 

４）事業費を変化させた場合 
  事業費(１．２兆円)を±１０％変化させた場合、費用が＋９％～－９％程度変化し、

費用便益比は３．７～３．１程度になる。 

事業費を変化させた場合の便益および費用の変化 

事業費 
総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋１０％ ±０％ ＋９％ ３．１ 

－１０％ ±０％ －９％ ３．７ 

 

５）事業期間を変化させた場合 
  事業期間(１０年)を±２年変化させた場合、便益は＋９％～－８％程度、費用は＋１％

～－１％程度変化し、費用便益比は３．６～３．１程度になる。 

事業期間を変化させた場合の便益および費用の変化 

事業期間 
総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋２年 －８％ －１％ ３．１ 

－２年 ＋９％ ＋１％ ３．６ 

 

６）外環の料金を変化させた場合 
  外環料金（均一５００円）を±１００円させた場合、便益は＋２％～－１１％程度、

費用便益比は３．４～３．０程度になる。 

外環均一料金を変化させた場合の便益および費用の変化 

外環均一料金 
総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

＋100 円（600 円） －１１％ ±０％ ３．０ 

－100 円(400 円) ＋２％ ±０％ ３．４ 

 
７）首都高料金を対距離料金とした場合 
  首都高利用料金を対距離とした場合、便益は＋２１％程度、費用便益比は４．１程度

になる。 

首都高料金を対距離料とした場合の便益および費用の変化 

首都高料金 
総便益の 
変化の割合 

総費用の 
変化の割合 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 

対距離料金※ ＋２１％ ±０％ ４．１ 

※ ﾀｰﾐﾅﾙﾁｬｰｼﾞ 150 円、国幹道の大都市近郊料金と同率の料率(29.52 円/km)を適用した。 

2 



 

他の道路事業の費用便益比 
 

平成１７年度予算に向けた新規採択時事業評価及び再評価における道路・街

路事業（２９７事業）の費用便益比のランク別の件数を集計した。 

費用便益比１～２の事業が約１４０件と多く、費用便益比１～５の間のラン

クでは、費用便益比が高くなるにつれて、事業件数が少なくなる傾向にある。

外環の費用便益比は３．３であり、平均よりも上位に位置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 道路・街路事業の費用便益比の度数分布 

（新規採択時事業評価、再評価を対象） 
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１）首都高速中央環状新宿線          [2.3] 
２）首都圏中央連絡自動車道（八王子～青梅）  [2.7] 
３）首都高速大宮線              [2.0]  
４）第二東海自動車道（海老名南ＪＣＴ～秦野）[2.9]  
 

※「評価手続き中」の事業が１件あるため、グラフの事業件数の合計値

と、「道路・街路事業」の全事業件数とは一致しない。 
※資料：平成 17 年度予算に向けた新規採択時評価結果一覧 

平成 17 年度予算に向けた再評価結果一覧 

◆主な事業の費用便益比 

３ 



【参考】 
「費用便益分析マニュアル(平成 15 年 8 月 国土交通省 道路局 都市・地域整備局)」(抄) 
 
 
４．費用便益分析の実施 
 
(１) 分析結果のとりまとめ 
 
本マニュアルにおいては、費用便益分析は、次の CBR(B/C)によりとり行う。 

 
  ○社会費用便益比(ＣＢＲ(Ｂ／Ｃ)) 
 

CBR(B/C)＝(プロジェクト便益の現在価値)÷(プロジェクト費用の現在価値) 
 
   プロジェクト便益＝走行時間短縮便益＋走行経費減少便益 

 
                        ＋交通事故減少便益 

 
     プロジェクト費用＝事業費＋維持管理費 
 

      ただし、費用便益分析の目的によっては、以下のとおり、経済的純現在価値(ＥＮＰ
Ｖ)を用いることができる。 

 
 
  ○経済的純現在価値(ＥＮＰＶ) 
 
   ENPV＝(プロジェクト便益の現在価値)－(プロジェクト費用の現在価値) 
 
   ただし、必要に応じ、以下により算出した、経済的内部収益率(ＥＩＲＲ)を併記する

ことができる。 
 
  ○経済的内部収益率(ＥＩＲＲ) 
 
   EIRR＝(経済的純現在価値の値がゼロになるような割引率の値) 
 
 
 
(３) 感度分析の実施 
 
 費用便益分析に際しては、必要に応じ、感度分析を実施する。感度分析の実施及び分析
結果の蓄積を通じ、事前に事業をとりまく不確実性を的確に認識し、適切な事業の執行管
理や効率性低下等への対応策の実施などを適時的確に講じることにより、事業の効率性の
維持向上を図る。 
 
 感度分析においては、費用便益分析の結果に影響を及ぼす要因について、その要因が変
動した場合に費用便益分析結果に及ぼす影響を把握する。 
 この場合の影響要因は、費用便益分析結果に及ぼす影響の大きさを考慮して設定する。 
 
 影響要因としては、ＧＤＰや人口を設定する場合から、原単位を変動要因とする場合ま
で想定されるが、わかり易さを考慮すれば、次に示す３要因が基本となると考えられる。 
 なお、この他にも事業の特性等を考慮し、事業の不確実性を的確に反映できる影響要因
を設定することが重要である。 
 
  ○ 交通量 
 
  ○ 事業費 
 
  ○ 事業期間 
 
 また、影響要因の変動幅については、その要因の不確実性の度合いを考慮して設定する。
なお、データの蓄積が不十分な影響要因については、基本ケース値の±１０％を変動幅と
してもよい。この場合、費用便益分析結果の変動幅は、あくまでも影響要因の変動が費用
便益分析結果に与える感度を見るためのものであり、不確実性の度合いを反映したもので
はないことに留意する必要がある。 
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（１）経済便益の内訳

（参考）
・走行台時等の変化

 * 走行台時、走行台キロは、１都３県の範囲で集計。

(2)経済便益の算定方法

普通貨物車類

６２．８６ ５１９．７４ ７２．４５ ５６．８１ ８７．４４

乗用車類 小型貨物車車種（ｊ）

時間評価原単位

乗用車 バス

2,450億円/年 90億円/年 40億円/年 約2,600億円/年

時間便益 走行便益 交通事故減少便益 経済便益

2,900億円/年 100億円/年 50億円/年 約3,100億円/年

時間便益 走行便益 交通事故減少便益 経済便益

走行台時（百万台時/年） 4,860 4,800 4,790

外環未整備 外環整備
（外環ゼロIC）

外環整備
（外環５IC）

走行台キロ（百万台km/年） 114,900 114,700 114,700

経済効果の試算

  ○外環を整備した場合の経済便益

○便益の算定方法
（算定方法等）
     算定方法：　「費用便益分析マニュアル」　（国土交通省道路局･都市・地域整備局　平成１5年8月）に基づき計算

      対象範囲：　１都３県　（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

･外環に５箇所のインタ－チェンジを設置した場合

･外環にインタ－チェンジを設置しない場合

（効果計測項目）
   ①時　間　便　益　　　　＝（将来(H42)の走行台時（台・分／年）×時間評価値（円／台・分）
                                        －（外環東京区間を整備した場合の走行台時（台・分／年）×時間評価値（円／台・分））
   ②走　行　便　益　　　　＝（将来の(H42)の走行台キロ（台・km／年）×走行経費（円／台・km）
                                        －（外環東京区間を整備した場合の走行台キロ（台・km／年）×走行経費（円／台・km））
   ③交通事故減少便益　＝（将来(H42)の事故損失額（千円／年）
                                        －（外環東京区間を整備した場合の事故損失額（千円／年））

（時間評価値） 単位：円／分・台

注：Ｈ１５年単価

【参考】第３回技術専門委員会資料
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① 概 算 費 用

建　設　費 管　理　費 合　　計

単純合計 約12,000億円 約2,000億円 約14,000億円

基準年における
現在価値 (Ｃ)

約9,800億円 約700億円 約10,500億円

　

　

② 便 益

走行時間
短縮便益

走行費用
短縮便益

交通事故
減少便益

合　　計

単年便益
（初年便益）

約2,450億円 約90億円 約40億円 約2,600億円

基準年における  現在価値 (Ｂ) 約33,300億円 約1,200億円 約600億円 約35,100億円

費用便益分析の結果

  Ｂ／Ｃ＝３．３
　　　　　　　　　　　（ゼロＩＣの場合）

　費用便益分析マニュアル（平成１５年８月　国土交通省　道路局　都市・地域整備部）に基づき算出

　１．分析の基本的事項
　　　　　分析対象期間：供用後４０年間
　　　　　社会的割引率：４％

　２．交通流の推計時点
　　　　　Ｈ４２の１時点のみ推計
　　　　　（交通量の推計年次以外の年次の便益については、交通量の推計を行っている年度に
　　　　　　おける便益を算出し、関東臨海ブロックの車種別走行台キロの伸び率を乗じて算出。）

　３．速度の取り方
　　　　　分割の各回の配分終了時の速度を交通量でウェイト付けして算出

　４．基準年
　　　　　建設開始年（建設期間１０年）

（３）費用便益分析の内訳

（２）費用便益分析の条件

（１）費用便益分析の結果　（概算）

建設費の投資パターン：建設期間を１０年と仮定し、その年度毎の事業費は類似事例を参考に想定
管理費の投資パターン：類似事例を参考に年５０億円の定額と想定
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